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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第65期中、第65期、第66期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記

載していない。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用

している。 

回次 第64期中 第65期中 第66期中 第64期 第65期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 10,026 9,239 9,084 19,547 18,500 

経常利益 (百万円) 952 332 297 1,547 653 

中間(当期)純利益 (百万円) 767 189 197 1,076 584 

純資産額 (百万円) 14,154 14,739 14,998 14,650 15,213 

総資産額 (百万円) 20,532 21,273 20,919 21,198 21,275 

１株当たり純資産額 (円) 640.21 667.50 676.28 662.15 688.13 

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 34.79 8.59 8.96 47.68 25.30

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 34.73 ― ― 47.65 ―

自己資本比率 (％) 68.9 69.3 71.3 69.1 71.5 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 534 159 207 594 508

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △712 △262 △752 △1,429 △665

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △310 △268 △110 △457 △675

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 7,451 6,275 5,159 6,646 5,814

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
727 

(101)

751

(118)

780

(   141)

716 

(104)

751

(126)



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 平均臨時雇用者数の総数は従業員数の100分の10未満であるので、記載を省略している。 

３ 第64期の１株当たり配当額11円00銭には、東京証券取引所市場第一部上場記念配当５円00銭を含んでいる。 

４ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」に

ついては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略している。 

５ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用

している。 

  

  

回次 第64期中 第65期中 第66期中 第64期 第65期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 7,975 7,434 7,540 15,723 15,022 

経常利益 (百万円) 605 132 187 1,035 203 

中間(当期)純利益 (百万円) 599 94 146 816 341 

資本金 (百万円) 4,909 4,909 4,909 4,909 4,909 

発行済株式総数 (千株) 23,974 23,974 23,974 23,974 23,974 

純資産額 (百万円) 13,613 14,015 14,006 14,018 14,341 

総資産額 (百万円) 18,080 18,700 18,503 18,698 18,816 

１株当たり配当額 (円) ― 5.50 5.50 11.00 11.00 

自己資本比率 (％) 75.3 74.9 75.7 75.0 76.2 

従業員数 (名) 503 521 552 499 528 



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はな

い。また、主要な関係会社の異動については、ＮＹＣソリューションズ㈱を設立し、連結子会社としている。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となった。 

(注）１ 議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有の割合で内数である。 

２ 平成18年９月にナカヨ電子サービス㈱と共同出資で設立した。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 当社グループは、事業の種類ごとの経営組織体系を有しておらず、同一の従業員が複数の事業の種類に従事している。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)である。 

４ 臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いている。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 平均臨時雇用者数の総数は従業員数の100分の10未満であるので、記載を省略している。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係については特に記載すべき事項はない。 

  

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内容 
議決権の所有

割合(％) 
関係内容 

（連結子会社）           

ＮＹＣソリューションズ㈱ 東京都渋谷区 30 
情報通信端末機器の販売

および工事、保守 
100 
(55) 

役員の兼任１

名 

事業の部門等の名称 従業員数(名) 

ビジネスソリューション   

コンシューマソリューション 
780 

(141) 
ネットワークソリューション 

サービス＆サポート   

合計 
780 
(141) 

従業員数(名) 552 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、国内金利の上昇懸念、米国経済の先行き、原油価格の動向等、一部

に不透明要因はあったものの、企業収益の改善・設備投資の増加、また雇用情勢の改善等による個人消費の回復も

あり、所得の増加面で若干実感に乏しいものの、景気は順調に回復傾向で推移した。 

当通信機業界では、通信キャリアは概ね３社に集約され、固定電話と携帯電話の融合、さらにはインターネット

等を取り込んだ新しいサービスが付加される方向へと進んでいる。また、回線は光ファイバー網への転換が顕著と

なり、ひかり電話等のＩＰ（インターネット・プロトコル）化が急速に普及してきている。ＰＨＳ事業者は、携帯

電話各社に対抗すべく、定額制に力点を置く戦略により安定的に加入者を獲得している。 

端末機器分野では、中小事業所向けビジネスホン市場における需要低迷が続き、特にリプレース需要が伸び悩ん

でおり、提供各社ともに厳しい環境のもと、新たな販売モデルの構築が求められている。 

このような中、当社では引き続き市場ニーズを取り入れた製品を短期間で開発・製造・販売へと展開できる機動

的な経営体質の確立に注力してきた。また今後の収益の柱としてＩＰ対応ビジネスホン・ＩＰ関連システム機器・

PHSモジュールへ経営資源を投下し、新製品の開発に取り組んだ。当中間連結会計期間に新たに開発した主なもの

は、「DATAGATE IP PHONE(CT)エンハンス版」「NYC－2f シンプルコミュニケーションシステム ＴＯＦＩＮ

Ｏ」等がある。 

販売サポート部門と営業部門とが連携し、システムソリューションとして顧客に対し提案することに主眼を置

き、営業活動を推進してきた。また、顧客満足度(CS)の向上を最優先課題として、新製品の開発に取り組んでき

た。製造面では、原価低減、海外部品調達比率の拡大、部品の共通化、多品種少量生産に即応する生産工程の改

善、在庫の縮減等のトータルコストダウン活動を継続推進し、収益構造の確立に努めてきた。 

当中間連結会計期間の業績については、売上高では前年同期に比べてＥＭＳ事業、ＤＳＬモデム等の売上増があ

ったものの、需要低迷の影響を大きく受けた主力のビジネスホンおよびコードレスホン、また通報装置、ルータ

ー、交換システム(ＰＢＸ)、ＩＰ電話、FAX付コードレスホン等の売上減があったため、9,084百万円（前年同期比

1.7％減）となった。 

一方損益面では、開発効率の向上、経費の節減等に努めたが、売上高の減少ならびに原油価格上昇に伴う材料費

のアップ、外注加工費の増加、ソフトウェア償却費の増加等により、営業利益は265百万円（前年同期比10.5％減）

となった。また、受取配当金等の増加があったものの、支払手数料等の増加により、経常利益は297百万円（前年同

期比10.3％減）となった。特別損益では、ゴルフ会員権の売却による会員権売却益40百万円等、合計44百万円の特

別利益を計上したが、固定資産廃棄損17百万円を特別損失に計上したことにより、税金等調整前中間純利益は324百

万円（前年同期比13.7％減）となった。中間純利益は197百万円（前年同期比4.2％増）となった。 

事業部門別の業績を示すと次のとおりである。 

① ビジネスソリューション部門 

ビジネスソリューション部門は、ワイヤードネットワーク機器、ワイヤレスネットワーク機器、ワイヤードＩＰ

ネットワーク機器、ワイヤレスＩＰネットワーク機器等で構成され、その売上高は、前年同期比2.1％減の6,113百

万円であり、総売上高の67.3％を占めている。主な内訳としてワイヤードネットワーク機器では、主力の電子ボタ

ン電話装置が前期比4.6％減の5,135百万円、ＤＳＬモデムが前年同期比51.4％増の81百万円の実績となった。ま

た、ワイヤレスネットワーク機器の主な内訳は事業所用コードレス電話機であり、前年同期比48.4％増の550百万円

となった。ワイヤードＩＰネットワーク機器の主な内訳はＩＰ単独電話であり、前年同期比60.3％減の27百万円の

実績となった。ワイヤレスＩＰネットワーク機器は事業所用コードレス電話機であり、前年同期比55.1％減の4百万



円となっている。 

② コンシューマソリューション部門 

コンシューマソリューション部門は、ワイヤードネットワーク機器、ワイヤレスネットワーク機器で構成され、

その売上高は、前年同期比17.8％減の871百万円であり、総売上高の9.6％を占めている。ワイヤードネットワーク

機器の主な内訳は、ＩＳＤＮ64対応ターミナルアダプタが前年同期比3.3％減の348百万円、通報装置が前年同期比

28.0％減の237百万円、ＦＡＸ付きコードレス電話機が前年同期比36.8％減の59百万円となっている。ワイヤレスネ

ットワーク機器の主な内訳はＰＨＳモジュールが前年同期比43.8％増の137百万円、アナログコードレスホンが前年

同期比61.9％減の57百万円となっている。 

③ ネットワークソリューション部門 

ネットワークソリューション部門は、ワイヤードネットワーク機器、ワイヤードＩＰネットワーク機器、ワイヤ

レスＩＰネットワーク機器で構成され、その売上高は、前年同期比14.2％減の729百万円であり、総売上高の8.0％

を占めている。ワイヤードネットワーク機器の主な内訳として、ＰＢＸが前年同期比14.5％減の399百万円、交換シ

ステムが前年同期比57.2％増の47百万円となっている。ワイヤードＩＰネットワーク機器の主な内訳として、ＩＰ

－ＧＡＴＥが前年同期比15.8％増の152百万円、ルータ・ブリッジが前年同期比46.8％減の109百万円となってい

る。ワイヤレスＩＰネットワーク機器は無線ルータ・無線ブリッジであり、前年同期比約33倍の263百万円である。

④ サービス＆サポート部門 

サービス＆サポート部門は、ＥＭＳ（エレクトロニクス・マニュファクチャリング・サービス）、サポート、そ

の他で構成され、その売上高は、前年同期比26.2％増の1,370百万円であり、総売上高の15.1％を占めている。ＥＭ

Ｓの売上高は、前年同期比53.4％増の829百万円、サポートの売上高は、前年同期比1.6％減の212百万円となってい

る。その他では、開発売上高が、前年同期比26.5％減の100百万円となった。 

  

 (2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間の現金及び現金同等物の中間期末残高は、前連結会計年度末に比べ654百万円減少し、5,159

百万円（11.3％減）となった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られたキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ48百万円増加し、207百万円となっ

た。これは主に売上債権の増加額が372百万円、法人税等の支払額が115百万円あったものの、税金等調整前中間

純利益が324百万円、減価償却費が150百万円、仕入債務の増加額が63百万円あったこと等によるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用されたキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ490百万円増加し、752百万円と

なった。これは主に、投資有価証券の取得による支出が472百万円、ソフトウェアの取得による支出が235百万

円、有形固定資産の取得による支出が152百万円あったこと等によるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用されたキャッシュ・フローは前中間連結会計期間に比べ158百万円減少し、110百万円とな

った。これは主に短期借入金純増額13百万円、配当金の支払による支出120百万円があったこと等によるものであ

る。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりである。 

  

  
(注) １ 金額は、販売標準価額で表示してある。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 
  
  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりである。 

  

  
(注) １ 金額は、販売標準価額で表示してある。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりである。 
  

  
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 
  

  

事業部門 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

ビジネスソリューション 5,701 △2.6 

コンシューマソリューション 735 △8.5 

ネットワークソリューション 485 19.9 

サービス＆サポート 846 39.7 

合計 7,769 1.3 

事業部門 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

ビジネスソリューション 6,033 △2.9 216 △37.7 

コンシューマソリューション 833 △20.1 10 △52.1 

ネットワークソリューション 697 △18.6 7 △5.7 

サービス＆サポート 1,385 30.0 86 27.1 

合計 8,949 △2.5 321 △28.0 

事業部門 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

ビジネスソリューション 6,113 △2.1 

コンシューマソリューション 871 △17.8 

ネットワークソリューション 729 △14.2 

サービス＆サポート 1,370 26.2 

合計 9,084 △1.7 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

㈱日立コミュニケーショ
ンテクノロジー 

2,636 28.5 2,469 27.2 

西日本電信電話㈱ ― ― 1,217 13.4 

東日本電信電話㈱ 1,062 11.5 1,021 11.2 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社及び連結子会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はない。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていない。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発は開発推進本部で行っており、主に群馬県前橋市におけるＩＰ＆ワイヤレスシステム部、

エンタープライズシステム部、ソフトウェア部及び機構設計部、東京世田谷区における情報技術研究所、ならびに秋

田県能代市における北日本事業所において幅広く展開している。一方、連結子会社ナカヨ電子サービス（株）のＳＥ

部門が開発推進本部と連携して顧客対応のＣＴＩアプリケーションソフト、ビジネスホン周辺機器等の開発、改良等

を行っている。今後の重点開発項目は「ＩＰ（インターネットプロトコル）、ブロードバンド、ワイヤレス／モバイ

ル、セキュリティ、ユニバーサルデザイン」ととらえ、ＩＰ技術、ワイヤレス技術、ブロードバンドアクセスならび

にＩＰテレフォニーシステム技術等に開発リソースを集中して推進している。大きな分担としては将来の事業展開の

共通基盤となる各種信号処理、動画像応用技術、ブロードバンドアクセス技術、およびＩＰテレフォニーシステム技

術関連の各種プロトコル等、基盤要素技術の研究開発は研究所が主体で推進し、次期・次世代ビジネステレフォニー

システムの展開、ＩＰ関連機器、無線ＬＡＮ応用機器、ＰＨＳモジュール、及びＰＬＣ伝送技術、ならびに各種製

造・検査技術等の事業運営に直結した技術開発は前橋市の両システム部を中心に推進している。 

当中間連結会計期間に支出した研究開発費は571百万円であり、研究開発の概況については次のとおりである。 

(1) 企業通信システムの開発 

従来の高機能ビジネスホンの機能の中から小規模オフィスや家庭内でのご利用にご満足いただける機能を厳選

し、使いやすさを重視するとともに、小型・軽量化した「シンプルコミュニケーションシステム（ＮＹＣ－２

ｆ）」の開発を完了した。また、デジタルビジネスホンでは、留守録外線モニタ機能（特許取得済み）等のサービ

ス機能強化を完了した。次のステップとして、更なる市場競争力強化と、新市場向け商品の開発を推進している。

特に、ＩＰ関連サービスの強化として、無線ＬＡＮ対応、カメラサーバ機能強化、内外線をフルＩＰ化したＩＰビ

ジネステレフォニーサーバーの開発など、さまざまなニーズに対応したビジネスモデルへの展開と、輸出向けボタ

ン電話システムへの展開を推進している。さらに、大型ＬＣＤを採用したユニバーサルデザイン電話機の開発を推

進している。 

(2) 無線ＬＡＮ応用機器の開発 

無線ＬＡＮによるブロードバンドサービスの急速な普及拡大の影響を受けて、これまでに各種ＩＰ関連機器の開

発と、ＰＨＳ応用機器の開発で蓄積した開発技術・ノウハウを活用して、企業通信システム用の無線ＬＡＮ端末や

動画像対応型無線ＬＡＮ端末および無線ＬＡＮアクセスポイントの開発を推進している。 



(3) ＩＰ関連機器の開発 

先に製品化したＶoＩＰデータゲートウェイ装置、外線および内線電話機をオールＩＰ化したＩＰビジネステレフ

ォニーシステムの更なる改良を進めると共に、更なる市場競争力強化を狙ってＩＰセントレックス対応ＩＰ電話機

のバリエーション拡充に向けた開発を推進している。 

また、一般のアナログ電話機、又は交換機をＩＰネットワークに接続してＶｏＩＰによるインターネット電話サ

ービスを可能とするＶｏＩＰゲートウェイのバリエーション拡充に向けた開発を推進している。 

(4) ＰＨＳ応用機器の開発 

電力自動検針等各種検針用ＰＨＳシステムの製品化を継続推進すると共に、ＰＨＳ機器の更なる市場開拓を狙っ

てカラー液晶付きＰＨＳ端末等の開発を推進している。また、汎用パケット通信モジュールの開発を完了して、次

のステップとして高度化ＰＨＳの開発を推進している。 

(5) ブロードバンドアクセス機器の開発 

ＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ、ＦＷＡ等によるブロードバンドアクセス需要が急激に高まっており、この分野

の製品メニューを拡充すべく製品化に取り組んでいる。 

ＦＴＴＨで使用されるメディアコンバータならびにブロードバンドルータの開発を推進すると共に、既設の電力

ケーブルを使用してインタネットサービスを提供可能とする電力線搬送用ＤＳＬの研究開発を推進している。 

(6) その他 

環境問題への対策として、ＥＵ向け輸出ボタン電話システムは、ＲｏＨＳ指令対応を完了した。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

前連結会計年度末に計画していた設備計画について、重要な変更はない。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりである。 

 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等はない。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はない。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業部門の名称 設備の内容 投資額(百万円) 完了年月 
完了後の生産能

力 

㈱ナカヨ通

信機 
前橋製造部 
（群馬県前橋市） 

全部門共通 生産設備等 188 平成18年９月 
合理化・省力化

につき現有能力

に影響はない 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はない。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 95,899,000 

計 95,899,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 23,974,816 23,974,816
東京証券取引所
市場第一部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 23,974,816 23,974,816 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) 上記のほか、自己株式の所有株数及び発行済株式数に対する所有割合は、次のとおりである。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年９月30日 ― 23,974,816 ― 4,909 ― 1,020 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

大明株式会社 東京都品川区西五反田２丁目11番20号 1,510 6.30 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 

1,001 4.18 (常任代理人 資産管理サービス

信託銀行株式会社) 

（東京都中央区晴海１丁目８番12号 晴海

アイランドトリトンスクエアオフィスタワ

ーＺ棟） 

株式会社日立製作所 
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 日

本生命丸の内ビル 

964 4.02 
(常任代理人 資産管理サービス

信託銀行株式会社) 

（東京都中央区晴海１丁目８番12号 晴海

アイランドトリトンスクエアオフィスタワ

ーＺ棟） 

群馬土地株式会社 群馬県前橋市本町２丁目13番11号 511 2.13 

エスジーエスエスエスジービー

ティールクス 

SOCIETE GENERALE 29 BOULEVARD HAUSSMANN 

PARIS-FRANCE 
502 2.09 

(常任代理人 香港上海銀行東京

支店) 
（東京都中央区日本橋３丁目11番1号） 

学校法人東海大学 東京都渋谷区富ヶ谷２丁目28番４号 421 1.76 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11丁目３号 410 1.71 

シービーエヌワイディエフエイ

インターナショナルキャップバ

リューポートフォリオ 

1299  OCEAN  AVENUE  11F,SANTAMONICA,CA 

90401 USA 
371 1.55

（常任代理人 シテイバンク・

エヌ・エイ東京支店） 
（東京都品川区東品川２丁目３番14号） 

株式会社コミューチュア 大阪府大阪市西区江戸堀３丁目３番15号 366 1.53 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 

日本生命証券管理部内 
309 1.29

計 ― 6,367 26.6 

自己株式(株式会社ナカヨ通信機) 1,907千株 7.96％ 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には証券保管振替機構名義の株式が 68,000株(議決権68個)含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式817株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

(注) 株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が 1,000株(議決権1個)ある。なお、当該株式数は上記

「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の中に含まれている。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

1,907,000 
―

権利内容に何ら限定のない 
当社における標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

21,771,000 
21,771 同上 

単元未満株式 
普通株式 

296,816 
― 同上 

発行済株式総数 23,974,816 ― ― 

総株主の議決権 ― 21,771 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社ナカヨ通信機 

東京都渋谷区桜丘町 
24番４号 

1,907,000 ― 1,907,000 7.95

計 ― 1,907,000 ― 1,907,000 7.95 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 555 519 465 457 434 438 

最低(円) 506 460 376 390 402 410 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸表規則に基

づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

いて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

いる。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について新日本監査法人の中間監査を受けている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

 １ 現金及び預金 ※１   5,061   3,970    4,631  

 ２ 受取手形及び売掛金 ※２   5,432   5,638    5,265  

 ３ 有価証券     1,491   1,401    1,400  

 ４ たな卸資産     1,361   1,210    1,210  

 ５ 繰延税金資産     384   338    369  

 ６ その他     43   36    85  

   貸倒引当金     △14   △9    △12  

   流動資産合計     13,762 64.7  12,584 60.2   12,951 60.9

Ⅱ 固定資産                

 １ 有形固定資産                

   (1) 建物及び構築物   3,071    3,094   3,094    

    減価償却累計額   2,523 547  2,554 539  2,547 546  

  (2) 機械装置及び 
    運搬具   1,313   1,319 1,318   

    減価償却累計額   1,146 167  1,133 186  1,152 166  

  (3) 土地     1,211   1,211    1,211  

  (4) 建設仮勘定     1   1    1  

  (5) その他   2,786    2,731   2,855    

    減価償却累計額   2,289 496  2,289 442  2,424 431  

   有形固定資産合計     2,423 11.4  2,381 11.4   2,356 11.1

 ２ 無形固定資産                

  (1) ソフトウェア     381   679    543  

  (2) その他     13   13    13  

   無形固定資産合計     395 1.9  693 3.3   557 2.6

 ３ 投資その他の資産                

  (1) 投資有価証券     3,057   3,576    3,726  

  (2) 長期貸付金     11   7    7  

  (3) 繰延税金資産     171   126    144  

  (4) その他     1,454   1,570    1,531  

    貸倒引当金     △3   △20    △1  

   投資その他の 
   資産合計    4,692 22.0 5,260 25.1   5,409 25.4

   固定資産合計     7,511 35.3  8,335 39.8   8,324 39.1

   資産合計     21,273 100.0  20,919 100.0   21,275 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

 １ 支払手形及び買掛金 ※1.2   3,011   2,693    2,630  

 ２ 短期借入金     346   79    66  

 ３ 未払金 ※３   ―   1,233    977  

 ４ 未払法人税等     203   58    148  

 ５ 製品保証引当金     70   79    74  

 ６ 賞与引当金     237   213    240  

 ７ その他 ※３   1,082   213    267  

   流動負債合計     4,951 23.3  4,570 21.8   4,404 20.7

Ⅱ 固定負債                

 １ 繰延税金負債     559   534    737  

 ２ 退職給付引当金     419   270    305  

 ３ 役員退職慰労引当金     197   202    197  

 ４ その他     339   341    344  

   固定負債合計     1,515 7.1  1,349 6.5   1,584 7.5

   負債合計     6,467 30.4  5,920 28.3   5,989 28.2

(少数株主持分)                

  少数株主持分     66 0.3  ― ―   72 0.3

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     4,909 23.1  ― ―   4,909 23.1

Ⅱ 資本剰余金     4,509 21.2  ― ―   4,509 21.2

Ⅲ 利益剰余金     4,694 22.0  ― ―   4,967 23.4

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金    1,014 4.8 ― ―   1,221 5.7

Ⅴ 自己株式     △388 △1.8  ― ―   △394 △1.9

   資本合計     14,739 69.3  ― ―   15,213 71.5

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計    21,273 100.0 ― ―   21,275 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金     ― ―  4,909 23.5   ― ―

２ 資本剰余金     ― ―  4,509 21.5   ― ―

３ 利益剰余金     ― ―  5,018 24.0   ― ―

４ 自己株式     ― ―  △396 △1.9   ― ―

株主資本合計     ― ―  14,041 67.1   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等                

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― ― 882 4.2   ― ―

評価・換算差額等 
合計    ― ― 882 4.2   ― ―

Ⅲ 少数株主持分     ― ―  75 0.4   ― ―

純資産合計     ― ―  14,998 71.7   ― ―

負債純資産合計     ― ―  20,919 100.0   ― ―

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     9,239 100.0  9,084 100.0   18,500 100.0

Ⅱ 売上原価     6,711 72.6  6,671 73.4   13,613 73.6

   売上総利益     2,528 27.4  2,412 26.6   4,887 26.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   2,231 24.2  2,146 23.6   4,293 23.2

   営業利益     296 3.2  265 3.0   593 3.2

Ⅳ 営業外収益                

 １ 受取利息   5    10   12    

 ２ 受取配当金   23    27   31    

 ３ その他   24 53 0.6 20 58 0.6 48 92 0.5

Ⅴ 営業外費用                

 １ 支払利息   3    1   6    

 ２ たな卸資産評価損   2    ―   2    

 ３ たな卸資産廃棄損   11    3   19    

 ４ その他   0 18 0.2 20 26 0.3 4 33 0.2

   経常利益     332 3.6  297 3.3   653 3.5

Ⅵ 特別利益                

 １ 貸倒引当金戻入益   4    ―   8    

 ２ 投資有価証券売却益   306    3   661    

 ３ 会員権売却益   ― 310 3.4 40 44 0.5 ― 670 3.7

Ⅶ 特別損失                

 １ 投資有価証券評価損   4    ―   12    

 ２ 固定資産廃棄損   19    17   22    

 ３ たな卸資産評価損   241    ―   241    

 ４ その他   0 266 2.9 ― 17 0.2 0 277 1.5

 税金等調整前中間 
 (当期)純利益    376 4.1 324 3.6   1,046 5.7

 法人税、住民税 
 及び事業税   191   43 382   

 法人税等調整額   △13 178 1.9 79 123 1.4 63 446 2.4

 少数株主利益     8 0.1  3 0.0   15 0.1

  中間(当期)純利益     189 2.1  197 2.2   584 3.2

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     4,509   4,509 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

  自己株式処分差益   0 0 0 0 

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

4,509 4,509

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     4,771   4,771 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

  中間(当期)純利益   189 189 584 584 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

  １ 配当金   242   364   

  ２ 役員賞与   23 266 23 387 

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

4,694 4,967

   



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 4,909 4,509 4,967 △394 13,992 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注） ― ― △121 ― △121 

 役員賞与（注） ― ― △25 ― △25 

 中間純利益 ― ― 197 ― 197 

 自己株式の取得 ― ― ― △2 △2 

 自己株式の処分 ― 0 ― 0 0 

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 
― ― ― ― ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― 0 50 △2 48 

平成18年９月30日残高(百万円) 4,909 4,509 5,018 △396 14,041 

  
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,221 1,221 72 15,286 

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当（注） ― ― ― △121 

 役員賞与（注） ― ― ― △25 

 中間純利益 ― ― ― 197 

 自己株式の取得 ― ― ― △2 

 自己株式の処分 ― ― ― 0 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △338 △338 2 △336 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △338 △338 2 △287 

平成18年９月30日残高(百万円) 882 882 75 14,998 



  
⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー  

   税金等調整前中間(当期)純利益   376 324 1,046 

   減価償却費   165 150 380 

   ソフトウェア償却額   79 117 167 

   貸倒引当金の増減額   △4 15 △8 

   賞与引当金の減少額   △12 △26 △9 

   製品保証引当金の増減額   △1 4 2 

   退職給付引当金の減少額   △8 △34 △122 

   役員退職慰労引当金の増加額   7 5 7 

   受取利息及び受取配当金   △28 △37 △44 

   支払利息   3 1 6 

   投資有価証券売却益   △306 △3 △661 

   投資有価証券評価損   4 ― 12 

   会員権売却益   ― △40 ― 

   固定資産廃棄損   19 17 22 

   売上債権の増減額   396 △372 563 

   たな卸資産の減少額   15 0 166 

   その他資産の増加額   △152 △80 △305 

   仕入債務の増減額   167 63 △214 

   その他負債の増減額   △175 126 101 

   取締役賞与金の支払額   △11 △12 △23 

   その他   19 68 66 

小計   554 287 1,153 

   利息及び配当金の受取額   28 37 44 

   利息の支払額   △3 △1 △6 

   法人税等の支払額   △419 △115 △682 

  営業活動による 
  キャッシュ・フロー  159 207 508



  

   
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー   

   定期預金の預入による支出   △177 △183 △212 

   定期預金の払戻による収入   177 183 181 

   有形固定資産の取得による支出   △72 △152 △322 

   ソフトウェアの取得による支出   △76 △235 △325 

   投資有価証券の取得による支出   △304 △472 △840 

   投資有価証券の売却による収入   486 55 1,141 

   会員権の売却による収入   ― 48 ― 

   貸付けによる支出   △5 ― △8 

   貸付金の回収による収入   8 5 20 

   生命保険積立金の積立による支出   △299 △0 △299 

   その他   0 △1 0 

  投資活動による 
  キャッシュ・フロー  △262 △752 △665

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー   

   短期借入金純増減額   △21 13 △301 

   自己株式の取得による支出   △5 △2 △11 

   自己株式の売却による収入   0 0 0 

   配当金の支払額   △241 △120 △362 

   少数株主に対する配当金の 
   支払額  △0 △0 △0

  財務活動による 
  キャッシュ・フロー  △268 △110 △675

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額  0 0 0

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △371 △654 △832 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   6,646 5,814 6,646 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高  6,275 5,159 5,814

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 ２社 

   連結子会社の名称 

    ナカヨ電子サービス㈱ 

    ナカヨエンジニアリング㈱ 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 ３社 

    連結子会社の名称 

    ナカヨ電子サービス㈱ 

    ナカヨエンジニアリング㈱ 

     ＮＹＣソリューションズ㈱ 

ＮＹＣソリューションズ㈱は、平成

１８年９月６日に新会社として設立

し子会社となったため、当中間連結

会計期間より連結の範囲に含めてい

る。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 ２社 

    連結子会社の名称 

    ナカヨ電子サービス㈱ 

    ナカヨエンジニアリング㈱ 

 (2) 非連結子会社の名称等 

   (非連結子会社名) 

   沖縄テレコム㈱、㈱エヌティ

システム、中與香港有限公司 

   非連結子会社は、いずれも小

規模であり、その総資産、売

上高、中間純損益(持分に見

合う額)および利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いずれ

も中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため連

結の範囲から除いている。 

 (2) 非連結子会社の名称等 

   (非連結子会社名) 

同左 

 (2) 非連結子会社の名称等 

   (非連結子会社名) 

   沖縄テレコム㈱、㈱エヌティ

システム、中與香港有限公司 

   非連結子会社は、いずれも小

規模であり、その総資産、売

上高、当期純利益(持分に見

合う額)および利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため連結の

範囲から除いている。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  持分法を適用した非連結子会社

及び関連会社はない。 

  主な会社名 

    ティ・ディ・エス㈱ 

  非連結子会社３社(間接所有２

社を含む)および関連会社１社

については、その中間純利益

(持分に見合う額)および利益剰

余金(持分に見合う額)等が、中

間連結純損益および利益剰余金

等に対して軽微であり重要性が

ないため、これらの会社に対す

る投資については、持分法を適

用せず原価法によっている。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  持分法を適用した非連結子会社

及び関連会社はない。 

  主な会社名 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

  持分法を適用した非連結子会社

及び関連会社はない。 

  主な会社名 

    ティ・ディ・エス㈱ 

  非連結子会社３社(間接所有２

社を含む)および関連会社１社

については、その当期純利益

(持分に見合う額)および利益剰

余金(持分に見合う額)等が、連

結純損益および利益剰余金等に

対して軽微であり重要性がない

ため、これらの会社に対する投

資については、持分法を適用せ

ず原価法によっている。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社の中間決算日は、す

べて中間連結決算日と同一であ

る。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

  連結子会社の事業年度の末日

は、すべて連結決算日と同一で

ある。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 ４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  (イ)有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるものについて

は、中間連結決算日の市

場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定)によっている。また、

時価のないものについて

は、移動平均法による原

価法によっている。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  (イ)有価証券 

   その他有価証券 

         時価のあるものについて

は、中間連結決算日の市

場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定)によっている。ま

た、時価のないものにつ

いては、移動平均法によ

る原価法によっている。 

  

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  (イ)有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるものについて

は、決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定)によっ

ている。また、時価のな

いものについては、移動

平均法による原価法によ

っている。 

    (ロ)デリバティブ 

時価法 

  (ロ) ―――――――― 

  

  (ロ)デリバティブ 

時価法 

  (ハ)たな卸資産 

    当社の製品、仕掛品は総平

均原価法、原材料は移動平

均原価法、貯蔵品は最終仕

入原価法によっている。な

お、連結子会社のたな卸資

産については主に最終仕入

原価法によっている。 

  (ハ)たな卸資産 

同左 

  (ハ)たな卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  (イ)有形固定資産 

    定率法によっている。 

    ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物付

属設備を除く)については

定額法によっている。 

    なお、主な耐用年数は以下

のとおりである。 

     建物及び構築物 

３～42年 

     機械装置及び運搬具 

２～11年 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  (イ)有形固定資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  (イ)有形固定資産 

同左 

  

  (ロ)無形固定資産 

   ① 自社利用のソフトウェア 

     社内における利用可能期

間(４～５年)に基づく定

額法によっている。 

   ② 市場販売目的のソフトウ

ェア 

     見込販売数量に占める販

売実績の比率(最長３年)

によっている。 

  (ロ)無形固定資産 

   ① 自社利用のソフトウェア 

同左 

  

  

   ② 市場販売目的のソフトウ

ェア 

同左 

  (ロ)無形固定資産 

   ① 自社利用のソフトウェア 

同左 

  

  

   ② 市場販売目的のソフトウ

ェア 

同左 

      



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

    受取手形、売掛金等の債権

の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を

計上している。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

  

(3) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

   (ロ)製品保証引当金 

    売上高に対応するサービス

に要する費用の支出に備え

るため、当社は、会社所定

の基準(過去の実績割合)に

より所要見積額を計上して

いるが、連結子会社は計上

していない。 

  (ロ)製品保証引当金 

同左 

  (ロ)製品保証引当金 

同左 

  (ハ)賞与引当金 

    従業員賞与の支給に備える

ため、支給対象期間のうち

当中間期に負担すべき支給

見積額を計上している。 

  (ハ)賞与引当金 

同左 

  (ハ)賞与引当金 

    従業員賞与の支給に備える

ため、支給対象期間のうち

当期に負担すべき支給見積

額を計上している。 

  (ニ)退職給付引当金 

    従業員および執行役員の退

職給付に備えるため計上し

ている。従業員部分につい

ては、当連結会計年度末に

おける退職給付債務および

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上してい

る。執行役員部分について

は、内規に基づく中間連結

会計期間末要支給額を計上

している。 

    数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務年

数による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理

することとしている。 

  (ニ)退職給付引当金 

同左 

  (ニ)退職給付引当金 

    従業員および執行役員の退

職給付に備えるため計上し

ている。従業員部分につい

ては、当連結会計年度末に

おける退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき

計上している。執行役員部

分については、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

いる。 

    数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務年

数による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理

することとしている。 

  (ホ)役員退職慰労引当金 

    役員に対する退職金の支給

に備えるため、内規に基づ

く中間連結会計期間末要支

給額を計上している。 

  (ホ)役員退職慰労引当金 

同左 

  (ホ)役員退職慰労引当金 

    役員に対する退職金の支給

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

いる。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法  (5) ―――――――――  (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

   為替予約取引については、振

当処理を行っている。 

    ① ヘッジ会計の方法 

   為替予約取引については、振

当処理を行っている。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段‥‥為替予約 

   ヘッジ対象‥‥外貨建仕入債 

          務等 

    ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段‥‥為替予約 

   ヘッジ対象‥‥外貨建仕入債 

          務等 

  ③ ヘッジ方針 

   為替相場変動により特定の外

貨建債務の額が変動するリス

クをヘッジするために、実需

の範囲内で為替予約を行って

いる。 

    ③ ヘッジ方針 

   為替相場変動により特定の外

貨建債務の額が変動するリス

クをヘッジするために、実需

の範囲内で為替予約を行って

いる。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   為替予約取引は、振当処理の

要件を満たしているため、有

効性の判定を省略している。 

    ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   為替予約取引は、振当処理の

要件を満たしているため、有

効性の判定を省略している。 

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 (6) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

  ① 消費税等の会計処理 

   消費税および地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

いる。 

  ① 消費税等の会計処理 

同左 

  ① 消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、要求

払預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する流動性の高い短期投資

からなっている。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、要求払預

金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来

する流動性の高い短期投資から

なっている。 



会計処理の変更 

  

表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――――――― (1) 貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等 

当中間連結会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用している。 

従来の資本の部の合計に相当する金額

は14,923百万円である。 

なお、当中間連結会計期間における中

間連結貸借対照表については、中間連

結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の中間連結財務諸表規則により作成し

ている。 

――――――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

――――――――― (中間連結貸借対照表) 

前中間連結会計期間において流動負債の「その他」に含

めて表示していた「未払金」（前中間連結会計期間781百

万円）については、負債純資産合計の100分の５を超えた

ため、当中間連結会計期間より区分掲記することとし

た。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

項目 
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 

 担保に供している資産 

      

    取引保証金として担保に

供している定期預金 
10百万円 10百万円 10百万円 

  以上を下記債務の担保に

供している。 

      

   買掛金 39百万円 27百万円 35百万円 

※２ 

 中間連結会計期間末日満期

手形 

  

  

―――――――― 

  

当中間連結会計期間末日

は、金融機関の休日であ

るが、満期日に決済が行

われたものとして処理し

ている。当中間連結会計

期間末残高から除かれて

いる当中間連結会計期間

末日満期手形は、次のと

おりである。 

受取手形   40百万円 

支払手形  134百万円 

  

―――――――― 

※３ 

 消費税等 

  

仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺し、相殺後の

金額は流動負債の「その

他」に含めて表示してい

る。 

  

仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺し、相殺後の

金額は流動負債の「未払

金」に含めて表示してい

る。 

  

流動負債の「その他」に

は未払消費税等17百万円

が含まれている。 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  
  

２ 自己株式に関する事項 

 (注)１ 自己株式の増加数は単元未満株式の買取による増加である。 

２ 自己株式の減少数は買増請求による単元未満株式の売却による減少である。 

  
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はない。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般

管理費の主要項

目 

販売費及び一般管理費の主

要費目及び金額は次のとお

りである。 

包装運搬費 138百万円

製品保証引当 
金繰入額 

33百万円

販売手数料 456百万円

給料諸手当 472百万円

賞与引当金 
繰入額 

82百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

7百万円

退職給付費用 39百万円

販売費及び一般管理費の主

要費目及び金額は次のとお

りである。 

包装運搬費 133百万円

製品保証引当
金繰入額 

41百万円

販売手数料 407百万円

貸倒引当金
繰入額 

15百万円

給料諸手当 472百万円

賞与引当金
繰入額 

70百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

5百万円

退職給付費用 37百万円

販売費及び一般管理費の主

要費目及び金額は次のとお

りである。 

包装運搬費 285百万円

製品保証引当
金繰入額 

74百万円

販売手数料 807百万円

給料諸手当 1,206百万円

賞与引当金 
繰入額 

83百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

7百万円

退職給付費用 55百万円

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株)          23,974,816 ― ―          23,974,816 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株)           1,903,495               4,830                 508           1,907,817 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 121 5.50 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年10月30日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 121 5.50 平成18年９月30日 平成18年12月８日



  (中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の当中間連結会

計期間末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関

係 

(平成17年９月30日) 

現金及び預金勘定 5,061百万円

有価証券勘定 1,491百万円

計 6,553百万円

現金及び現金同等物の当中間連結会

計期間末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関

係 

(平成18年９月30日) 

現金及び預金勘定 3,970百万円

有価証券勘定 1,401百万円

計 5,371百万円

現金及び現金同等物の当連結会計年

度末残高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  

(平成18年３月31日) 

現金及び預金勘定 4,631百万円

有価証券勘定 1,400百万円

計 6,032百万円

      

預入期間が３ヶ月 
 

を超える定期預金 

及び償還期間が 

△277百万円３ヶ月を超える 

有価証券 

現金及び現金 
同等物 

6,275百万円

預入期間が３ヶ月
 

を超える定期預金

及び償還期間が 

△212百万円３ヶ月を超える 

有価証券 

現金及び現金
同等物 

5,159百万円

預入期間が３ヶ月 
 

を超える定期預金 

及び償還期間が 

△218百万円３ヶ月を超える 

有価証券 

現金及び現金
同等物 

5,814百万円



(リース取引関係) 

  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

    

機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円) 

  

  
その他 
  

(百万円) 

    
ソフト 
ウェア 
  

(百万円) 

    
合計 
  

(百万円)

取得価額 
相当額   101   255   2   360

減価償却 
累計額 
相当額 

  36   116 
  

1 
  

154

中間期末 
残高 
相当額 

  64   139 
  

1 
  

205

    

機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円) 

 

 
その他
  

(百万円)

ソフト
ウェア
  

(百万円)

 
合計 
  

(百万円)

取得価額 
相当額   202  223 2 428

減価償却 
累計額 
相当額 

  42  132 2 177

中間期末 
残高 
相当額 

  159  91 0 251

機械装置
及び 
運搬具
(百万円)

  
その他 
  

(百万円) 

    
ソフト 
ウェア 
  

(百万円) 

    
合計 
  

(百万円)

取得価額
相当額 179 232   2   415

減価償却
累計額 
相当額 

49 117 
  

2 
  

168

期末残高
相当額 130 115   0   246

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 71百万円

１年超 136百万円

合計 207百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 76百万円

１年超 177百万円

合計 254百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 79百万円

１年超 170百万円

合計 249百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 43百万円

減価償却費相当額 42百万円

支払利息相当額 1百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 45百万円

減価償却費相当額 43百万円

支払利息相当額 2百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 85百万円

減価償却費相当額 83百万円

支払利息相当額 3百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については利息法によって

いる。 

  利息相当額の算定方法 

同左 

  利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

当社及び連結子会社は、ヘッジ会計が適用されている為替予約取引以外は、該当事項はない。 

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

該当事項はない。 

  

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

当社及び連結子会社は、ヘッジ会計が適用されている為替予約取引以外は、該当事項はない。 

  

種類 

前中間連結会計期間 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

取得原価 
(百万円) 

中間連結 
貸借対照 
表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結 
貸借対照 
表計上額 
(百万円) 

差額
(百万円) 

(1) 株式 747 2,405 1,658 1,055 2,553 1,498 836 2,922 2,086

(2) 債券 402 384 △18 850 801 △48 600 520 △79

(3) その他 244 314 69 142 179 37 193 245 52

合計 1,393 3,104 1,710 2,047 3,535 1,487 1,629 3,688 2,058

区分 

前中間連結会計期間
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

(1) その他有価証券       

  非上場株式 31 34 30

  マネー・マネージメント・ 
  ファンド 

600 601 601

  中期国債ファンド 799 800 799 

        

(2) 子会社株式及び関連会社株式 13 6 7 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度については、当社及び連結子会社は有線およ

び無線通信機器に関する製造販売の単一事業を営んでおり、事業の種類別セグメント情報については該当事項はな

い。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度については、在外連結子会社および在外支店

がないため、該当事項はない。 

  

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度については、海外売上高が連結売上高の10％

未満のため海外売上高の記載を省略している。 

  



(１株当たり情報) 

  

 （注）１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は以下の通りである。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 667円50銭 676円28銭 688円13銭 

１株当たり中間(当期) 
純利益 

8円59銭 8円96銭 25円30銭

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益 

― ― ―

  なお、潜在株式調整後１株
当たり中間純利益について
は、潜在株式が存在しない
ため記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株
当たり中間純利益について
は、潜在株式が存在しない
ため記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しない
ため記載していない。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 189 197 584 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 25 

(うち利益処分による役員賞与金(百

万円)） 
― ― (25)

普通株式に係る中間(当期) 
純利益(百万円) 

189 197 558

普通株式の期中平均株式数(千株) 22,087 22,068 22,082 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

 １ 現金及び預金   4,123    3,099   3,880    

 ２ 受取手形 ※２ 12    25   20    

 ３ 売掛金   4,583    4,795   4,328    

 ４ 有価証券   1,491    1,401   1,400    

 ５ たな卸資産   1,106    964   953    

 ６ 繰延税金資産   315    283   315    

 ７ その他   26    24   40    

   貸倒引当金   △4    △4   △4    

   流動資産合計     11,655 62.3  10,590 57.2   10,934 58.1

Ⅱ 固定資産                

 １ 有形固定資産 ※１              

  （1）建物   516    507   517    

  （2）機械及び装置   160    168   154    

  （3）土地   1,211    1,211   1,211    

  （4）その他   545    493   481    

   有形固定資産合計   2,433    2,380   2,364    

 ２ 無形固定資産   376    677   538    

 ３ 投資その他の資産                

  （1）投資有価証券   3,149    3,687   3,824    

  （2）その他   1,085    1,166   1,155    

   投資その他の 
   資産合計   4,234   4,854 4,979   

   固定資産合計     7,044 37.7  7,913 42.8   7,882 41.9

   資産合計     18,700 100.0  18,503 100.0   18,816 100.0

           



  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 支払手形 ※２ 409    186   245    

２ 買掛金   1,911    1,995   1,782    

３ 短期借入金   270    ―   ―    

４ 未払金 ※３ 895    1,251   1,015    

５ 未払法人税等   111    20   121    

６ 製品保証引当金   71    80   75    

７ 賞与引当金   159    146   165    

８ その他   116    88   150    

  流動負債合計     3,943 21.1  3,769 20.4   3,555 18.9

Ⅱ 固定負債                

１ 繰延税金負債   559    534   737    

２ 退職給付引当金   14    22   14    

３ 役員退職慰労引当金   166    169   166    

４ その他   0    0   0    

  固定負債合計     740 4.0  727 3.9   918 4.9

  負債合計     4,684 25.1  4,497 24.3   4,474 23.8

                 

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     4,909 26.3  ― ―   4,909 26.1

Ⅱ 資本剰余金                

１ 資本準備金   1,020    ―   1,020    

２ その他資本剰余金   3,488    ―   3,489    

  資本剰余金合計     4,509 24.1  ― ―   4,509 23.9

Ⅲ 利益剰余金                

１ 利益準備金   305    ―   305    

２ 任意積立金   3,022    ―   3,022    

３ 中間(当期)未処分 
  利益   643   ― 768   

  利益剰余金合計     3,971 21.2  ― ―   4,096 21.8

Ⅳ その他有価証券評価 
 差額金    1,014 5.4 ― ―   1,220 6.5

Ⅴ 自己株式     △388 △2.1  ― ―   △394 △2.1

  資本合計     14,015 74.9  ― ―   14,341 76.2

  負債及び資本合計     18,700 100.0  ― ―   18,816 100.0

           



  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金     ― ―  4,909 26.5   ― ―

２ 資本剰余金                

(1) 資本準備金   ―    1,020   ―    

(2) その他資本剰余金   ―    3,489   ―    

資本剰余金合計     ― ―  4,509 24.4   ― ―

３ 利益剰余金                

(1) 利益準備金   ―    305   ―    

(2) その他利益剰余金                

配当平均積立金   ―    630   ―    

    退職手当積立金   ―    60   ―    

    特別償却準備金   ―    3   ―    

    別途積立金   ―    2,426   ―    

繰越利益剰余金   ―    676   ―    

利益剰余金合計     ― ―  4,101 22.2   ― ―

４ 自己株式     ― ―  △396 △2.2   ― ―

株主資本合計     ― ―  13,123 70.9   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等                

 その他有価証券 
  評価差額金    ― 882 4.8   ― 

評価・換算差額等 
合計    ― ― 882 4.8   ― ―

純資産合計     ― ―  14,006 75.7   ― ―

負債純資産合計     ― ―  18,503 100.0   ― ―

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     7,434 100.0  7,540 100.0   15,022 100.0

Ⅱ 売上原価     5,710 76.8  5,844 77.5   11,746 78.2

   売上総利益     1,723 23.2  1,696 22.5   3,275 21.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,641 22.1  1,546 20.5   3,146 20.9

   営業利益     81 1.1  149 2.0   129 0.9

Ⅳ 営業外収益 ※１   60 0.8  61 0.8   97 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２   10 0.1  24 0.3   23 0.1

   経常利益     132 1.8  187 2.5   203 1.4

Ⅵ 特別利益 ※３   306 4.1  43 0.6   661 4.4

Ⅶ 特別損失 ※４   266 3.6  17 0.3   271 1.8

   税引前中間 
   (当期)純利益    171 2.3 213 2.8   593 4.0

   法人税、住民税 
   及び事業税   99   5 238   

   法人税等調整額   △22 76 1.0 61 67 0.9 13 252 1.7

   中間(当期)純利益     94 1.3  146 1.9   341 2.3

   前期繰越利益     548       548  

   中間配当額     ―       121  

   中間(当期)未処分利益     643       768  

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 
当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 4,909 1,020 3,489 4,509 

中間会計期間中の変動額         

 特別償却準備金の取崩  (注) ― ― ― ― 

 別途積立金の積立    (注) ― ― ― ― 

 剰余金の配当      (注) ― ― ― ― 

 役員賞与        (注) ― ― ― ― 

 自己株式の取得 ― ― ― ― 

 自己株式の処分 ― ― 0 0 

 中間純利益 ― ― ― ― 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) ― ― ― ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 0 0 

平成18年９月30日残高(百万円) 4,909 1,020 3,489 4,509 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本
合計 利益

準備金 

その他利益剰余金 利益
剰余金 
合計 配当平均 

積立金 
退職手当
積立金 

特別償却
準備金 

別途  
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 305 630 60 6 2,326 768 4,096 △394 13,120 

中間会計期間中の変動額                   

 特別償却準備金の取崩  (注) ― ― ― △3 ― 3 ― ― ― 

 別途積立金の積立    (注) ― ― ― ― 100 △100 ― ― ― 

 剰余金の配当      (注) ― ― ― ― ― △121 △121 ― △121 

 役員賞与        (注) ― ― ― ― ― △20 △20 ― △20 

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △2 △2 

 自己株式の処分 ― ― ― ― ― ― ― 0 0 

 中間純利益 ― ― ― ― ― 146 146 ― 146 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― △3 100 △91 5 △2 3 

平成18年９月30日残高(百万円) 305 630 60  3 2,426 676 4,101 △396 13,123 



  

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 
  
  

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,220 1,220 14,341 

中間会計期間中の変動額       

 特別償却準備金の取崩  (注) ― ― ― 

 別途積立金の積立    (注) ― ― ― 

 剰余金の配当      (注) ― ― △121 

 役員賞与        (注) ― ― △20 

 自己株式の取得 ― ― △2 

 自己株式の処分 ― ― 0 

 中間純利益 ― ― 146 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △338 △338 △338 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △338 △338 △335 

平成18年９月30日残高(百万円) 882 882 14,006 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準および評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①子会社株式及び関連会社株式 

   …移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準および評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  ②その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

   時価のないもの 

   …移動平均法による原価法 

  ②その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

   時価のないもの 

同左 

  ②その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …決算末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

   時価のないもの 

同左 

 (2) デリバティブ 

時価法 

 (2)    ――― 

  

 (2) デリバティブ 

時価法 

 (3) たな卸資産 

  ①製品、仕掛品…総平均原価法 

  ②原材料……移動平均原価法 

  ③貯蔵品……最終仕入原価法 

 (3) たな卸資産 

  ①製品、仕掛品……同左 

  ②原材料……同左 

  ③貯蔵品……同左 

 (3) たな卸資産 

  ①製品、仕掛品……同左 

  ②原材料……同左 

  ③貯蔵品……同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法によっている。 

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物付属

設備を除く)については、定

額法によっている。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

   建物     ３～42年 

   機械及び装置 ２～11年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   自社利用のソフトウェア 

    社内における利用可能期間

(４～５年)に基づく定額法

である。 

 (2) 無形固定資産 

   自社利用のソフトウェア 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   自社利用のソフトウェア 

同左 

   市場販売目的のソフトウェア 

    見込販売数量に占める販売

実績の比率(最長３年)によ

っている。 

   市場販売目的のソフトウェア 

同左 

   市場販売目的のソフトウェア 

同左 

 (3) 長期前払費用 

   均等償却をしている。 

 (3) 長期前払費用 

同左 

 (3) 長期前払費用 

同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   受取手形、売掛金等の債権の

貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 製品保証引当金 

   売上高に対応するサービスに

要する費用の支出に備える

ため、会社所定の基準(過去

の実績割合)により所要見積

額を計上している。 

 (2) 製品保証引当金 

同左 

 (2) 製品保証引当金 

同左 

 (3) 賞与引当金 

   従業員賞与の支給に備えるた

め、支給対象期間のうち当中

間期に負担すべき支給見積額

を計上している。 

 (3) 賞与引当金 

同左 

 (3) 賞与引当金 

   従業員賞与の支給に備えるた

め、支給対象期間のうち当期

に負担すべき支給見積額を計

上している。 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員および執行役員の退職

給付に備えるため計上してい

る。従業員部分については、

当期末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められ

る額を計上している。執行役

員部分については、内規に基

づく中間会計期間末要支給額

を計上している。 

   数理計算上の差異は、各期の

発生時における従業員の平均

残存勤務年数による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌期から費用処理するこ

ととしている。 

 (4) 退職給付引当金 

同左 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員および執行役員の退職

給付に備えるため計上してい

る。従業員部分については、

当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づ

き計上している。執行役員部

分については、内規に基づく

期末要支給額を計上してい

る。 

   数理計算上の差異は、各期の

発生時における従業員の平均

残存勤務年数による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌期から費用処理してい

る。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

   役員に対する退職金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上してい

る。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (5) 役員退職慰労引当金 

   役員に対する退職金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上している。 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 



  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ ヘッジ会計の方法 ５     ――――― ５ ヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

   為替予約取引については、振

当処理を行っている。 

  ① ヘッジ会計の方法 

   為替予約取引については、振

当処理を行っている。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段……為替予約 

   ヘッジ対象……外貨建仕入債

務等 

    ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段……為替予約 

   ヘッジ対象……外貨建仕入債

務等 

  ③ ヘッジ方針 

   為替相場変動により特定の外

貨建債務の額が変動するリス

クをヘッジするために、実需

の範囲内で為替予約を行って

いる。 

    ③ ヘッジ方針 

為替相場変動により特定の外

貨建債務の額が変動するリス

クをヘッジするために、実需

の範囲内で為替予約を行って

いる。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   為替予約取引は、振当処理の

要件を満たしているため、有

効性の判定を省略している。 

    ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   為替予約取引は、振当処理の

要件を満たしているため、有

効性の判定を省略している。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理方法 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってい

る。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理方法 

同左 

  

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理方法 

同左 



会計方針の変更 
  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― (1) 貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等 

当中間会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用している。 

従来の資本の部の合計に相当する

金額は14,006百万円である。 

なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表については、中間財

務諸表等規則の改正に伴い、改正

後の中間財務諸表等規則により作

成している。 

――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

項目 
前中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償
却累計額 

5,949百万円 5,975百万円 6,119百万円 

※２ 中間会計期間末日満期
手形 

――――― 当中間会計期間末日は金

融機関の休日であるが、

満期日に決済が行われた

ものとして処理してい

る。中間会計期間末残高

から除かれている中間会

計期間末日満期手形は、

次のとおりである。 

受取手形    4百万円 

支払手形   47百万円 

――――― 

※３ 消費税等 仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺し、相殺後の

金額は流動負債の「未払

金」に含めて表示してい

る。 

同左 流動負債の「未払金」に

は、未払消費税等1百万

円が含まれている。 

項目 
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目       

    受取利息 1百万円 2百万円 3百万円 

    有価証券利息 3百万円 7百万円 8百万円 

    受取配当金 30百万円 34百万円 38百万円 

※２ 営業外費用の主要項目       

    支払利息 1百万円 0百万円 3百万円 

    たな卸資産廃棄損 7百万円 3百万円 15百万円 

    支払手数料 0百万円 17百万円 4百万円 

※３ 特別利益の主要項目       

    会員権売却益 ―百万円 40百万円 ―百万円 

    投資有価証券売却益 306百万円 3百万円 661百万円 

※４ 特別損失の主要項目       

    固定資産廃棄損 19百万円 17百万円 22百万円 

    投資有価証券評価損 4百万円 ―百万円 6百万円 

    たな卸資産評価損 241百万円 ―百万円 241百万円 

   (減価償却実施額)       

    有形固定資産 168百万円 154百万円 388百万円 

    無形固定資産 76百万円 113百万円 160百万円 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  １．自己株式の増加数は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  ２．自己株式の減少数は、買増請求による単元未満株式の売却による減少である。 

   

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 1,903,495 4,830 508 1,907,817



(リース取引関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有

権が借主に移転す

るものと認められ

るもの以外のファ

イナンス・リース

取引に係る注記 

① リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相

当額 

  機械及 
び装置  その他   合計 

  (百万円)  (百万円)   (百万円) 
取得価額 
相当額 90  210  300

減価償却 
累計額相当額 35  80  115

中間期末 
残高相当額 55  129  184

① リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相

当額 
機械及
び装置

その他 合計

(百万円) (百万円) (百万円)
取得価額
相当額 190 201 392

減価償却
累計額相当額

38 117 156

中間期末
残高相当額

152 84 236

① リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
機械及 
び装置   その他   合計 
(百万円)   (百万円)   (百万円)

取得価額
相当額 168  210  378

減価償却
累計額相当額

46  105  151

期末残高
相当額 122  105  227

  ② 未経過リース料中間期末

残高相当額 

１年以内 63百万円

１年超 124百万円

合計 187百万円

② 未経過リース料中間期末

残高相当額 

１年以内 70百万円

１年超 168百万円

合計 239百万円

② 未経過リース料期末残高

相当額 

１年以内 71百万円

１年超 158百万円

合計 229百万円

  ③ 支払リース料、減価償却

費相当額及び支払利息相

当額 

   支払リース料 

37百万円 

   減価償却費相当額 

36百万円 

   支払利息相当額 

1百万円 

③ 支払リース料、減価償却

費相当額及び支払利息相

当額 

   支払リース料 

41百万円 

   減価償却費相当額 

39百万円 

   支払利息相当額 

2百万円 

③ 支払リース料、減価償却

費相当額及び支払利息相

当額 

   支払リース料 

75百万円 

   減価償却費相当額 

72百万円 

   支払利息相当額 

3百万円 

  ④ 減価償却費相当額及び利

息相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定

方法 

  …リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってい

る。 

④ 減価償却費相当額及び利

息相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定

方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利

息相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定

方法 

同左 

   ・利息相当額の算定方法 

  …リース料総額とリース

物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額

とし、各期への配分方

法については、利息法

によっている。 

 ・利息相当額の算定方法 

同左 

 ・利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはない。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

(2) 【その他】 

平成18年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

 ① 中間配当金の総額                 121百万円 

 ② １株当たりの中間配当金               ５円50銭 

 ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成18年12月８日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

(1) 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第65期) 

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 
  
平成18年６月29日 

関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はない。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月16日

株式会社 ナカヨ通信機 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ナカヨ通信機の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ナカヨ通信機及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  小  倉  邦  路  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  米  村  仁  志  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月15日

株式会社 ナカヨ通信機 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ナカヨ通信機の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ナカヨ通信機及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  小  倉  邦  路  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  沼   田       徹   ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  米  村  仁  志  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月16日

株式会社 ナカヨ通信機 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ナカヨ通信機の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第65期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ナカヨ通信機の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  小  倉  邦  路  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  米  村  仁  志  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月15日

株式会社 ナカヨ通信機 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ナカヨ通信機の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第66期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ナカヨ通信機の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  小  倉  邦  路  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  沼  田     徹  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  米  村  仁  志  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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